
手城川大規模特定河川工事（１工区）における工事請負契約の変更について 
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1 要旨 

  令和２年２月定例会で契約締結の議決を受けた「手城川大規模特定河川工事（１工区）」について，

公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置※により，労務費の増額が必要となったことから，契約  

金額の変更を行う。 

 

 

 

 

 

 

2 工事の概要 

（1）工 事 名：手城川大規模特定河川工事（１工区） 

（2）工事場所：広島県福山市東手城町二丁目 

（3）工事内容：手城川排水機場ポンプ設備増設（主ポンプ１台，減速機 １台，原動機 1台） 

（4）請負金額：1,328,800,000 円（税込） 

（5）請 負 者：荏原
え ば ら

・東洋プラント手城川大規模特定河川工事（１工区）共同企業体 

（6）工  期：令和２年３月 18日から令和４年３月 31日 

3 特例措置による増額 

(1) 増額工事費 7,469,000 円 

【増額工事費の内訳】                             （単位：円） 

工  種 当初請負金額（A） 変更請負金額（B） 増減（B－A） 備    考 

機械設備 1,306,607,200 1,314,067,700 7,397,500 機器の工場製作，据付に伴う労務費の増 

土木工事 22,129,800 22,201,300 71,500 機器の基礎などの施工に伴う労務費の増 

合  計 1,328,800,000 1,336,269,000 7,469,000  

（2）変更の経緯 

  特例措置に基づく請負者からの変更協議（請求）が４月にあった。また，４月から機器の製作   

協議に着手し，８月に請負業者の実施する製作設計が完了した結果，現時点で労務単価以外の変更

要素（数量，機器の仕様等）が無いことが確認出来たため，変更契約を締結する。 

4 今後の予定 

  変更金額が 25,000 千円以内のため，知事専決処分の事務手続きにより請負者と変更契約を締結し，

12月定例会で報告する。 

（参考）工事契約から増額までの経緯 

項  目 年  月  日 項  目 年  月  日 

・予定価格算出 令和元年 10月 1日 ・議決（2月議会） 令和 2年 3月 17日 

・知事決裁 令和元年 10月 16 日 ・工事本契約 令和 2年 3月 17日 

・工事公告 令和元年 10月 29 日 ・変更協議（通知） 令和 2年 4月 17日 

・開札 令和元年 11月 31 日 ・変更協議（請求） 令和 2年 4月 20日 

・工事仮契約 令和 2年 1月 9日 ・請負者設計精査 令和 2年 4月～8月 

・特例措置通知 令和 2年 2月 27日 ・変更契約（予定） （ 現 時 点 ） 

 

 

 

※公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置 

 緊急経済対策としての公共工事の迅速かつ円滑な施工確保と技能労働者の確保に向けた就労条件の改善の観点

から，建設工事請負契約約款第 51条により，旧労務単価に基づく契約を新労務単価に基づく契約に変更するもの。 

当工事は，「令和２年３月から適用する公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置について（令和２年２月 

通知）」中の「令和２年３月１日以降に契約を締結する工事のうち，旧労務単価を適用して予定価格を算出して  

いるもの」に該当する。 
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公共工事労務単価の運用に係る労務単価特例措置の概要 と 労務単価の状況について 

１ 特例措置の概要 

令和２年３月から適用する公共工事設計労務単価の運用に係る特例措置について（抜粋） 令和２年２月２７日通知 

 

 

 

 

 

公共工事労務単価の運用に係る特例措置事務処理要領（抜粋） 平成 25 年４月２５日制定 

 

 

 

 

 

 

 

建設工事請負契約約款第５１条（補則）（抜粋） 

 

 

２ 労務単価の状況 

【設計単価適用年月日】令和元年 10 月 1 日（令和元年 10 月公告） 【特例措置単価適用年月日】令和２年 3 月 1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）今回適用する特例措置と他の適用条項との違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

（補則） 

第５１条 この約款に定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 

●労務単価（公共工事設計労務単価　広島県）

R元.10月 R2.3月 R元.10月 R2.3月

機械設備製作工 24,600 25,300 +2.8 電工 18,900 20,100 +6.3
機械設備据付工 21,800 24,000 +10.1 特殊運転手（特殊） 20,300 20,600 +1.5

普通作業員 18,000 18,300 +1.7 土木一般世話役 19,800 20,500 +3.5

職　　種
単価(円) 上昇率

(%)
職　　種

単価(円) 上昇率
(%)

1 対象となる契約 

(1) 令和２年３月１日以降に契約を締結する工事のうち，旧労務単価を適用して予定価格を算出しているもの。 

2 請負代金の変更 ※上記1(1)の場合 

 変更後の請負代金額＝当初請負額／当初官積算額×新労務単価により積算された官積算額 

3 事務処理 

 上記1(1)の場合は，「公共工事労務単価の適用に係る特例措置事務処理要領」による。 

第1  趣旨 

この要領は，建設工事請負契約約款第51 条により，旧労務単価に基づく契約を新労務単価に基づく契約に変更するための請負代金

額の変更に必要な事項を定めるものとする。 

第2  定義 

1 この要領において「工事」とは，県の発注する建設業法（昭和24 年法律第100 号）第2 条第1 項に規定する建設工事をいう。 

2 この要領において「旧労務単価」とは，予定価格算出時に利用した労務単価をいう。 

3 この要領において「新労務単価」とは，契約日時点の労務単価をいう。 

第3  対象工事 

別途通知による。 

建設工事請負契約約款第51条（補則）【今回】

全体スライド 単品スライド インフレスライド 公共工事労務単価の運用に係る特例措置

（第1項から第4項） （第5項） （第6項） （特例措置事務処理要領）

約款等

発注者又は受注者は，工期内

で，かつ，請負契約締結の日か

ら１２月を経過した後に日本国内

における賃金水準又は物価水準
の変動により請負代金が不適当

となったと認めたときは，相手方

に対して請負代金額の変更を請

求することができる。

特別な要因により工期内に主要

な工事材料の日本国内における

価格に著しい変動を生じ請負代

金額が不適当となったときは，前
項の規定によるほか，請負代金

額の変更を請求することができ

る。

工期内に日本国内において急激

なインフレーション又はデフレー

ションその他の予期することので

きない特別の事情の発生により，

請負代金額が著しく不適当となっ
たときは，発注者又は受注者は，

前項の規定にかかわらず，請負

金額の変更を請求することができ

る。

建設工事請負契約約款第51条によ

り，旧労務単価に基づく契約を新労

務単価に基づく契約に変更するため
の請負代金額の変更についての協

議を請求できる。

条件

工期が12か月を超える工事
但し，基準日以降，残工事が2か

月以上ある工事

（比較的大規模な長期工事）

すべての工事

すべての工事

但し，基準日以降，残工事が

2か月以上ある工事

（１）令和２年３月１日以降に契約を

締結する工事のうち，旧労務単価を

適用して予定価格を算出しているも
の。

（２）令和２年２月29日以前に契約を

締結した工事のうち，令和２年３月1

日において工期の始期日が到達し

ていないもの。

対象

請負契約締結の日から12か月経

過した基準日以降の残工事量に
対する資材，労務単価等

部分払いを行った出来高部分を

除く全ての資材（鋼材類，燃料油
類等）

賃金水準の変更がなされた日以

降の基準日以降の残工事量に対
する資材，労務単価等

労務単価のみ

受注者

の負担
残工事費の1.5% 対象工事費の1.0% 残工事費の1.0% なし

再スライド 可能 なし 可能（労務単価改定毎） なし

適

用

対

象

工
事

項目

建設工事請負契約約款第25条（スライド条項）

請

負
額

変

更

の
方

法

●手城川大規模特定河川工事（１工区）における労務単価の上昇に伴う積算内訳詳細 （単位：円）
請負額

材料費等 労務費等 諸経費等

当初設計書 1,328,800,000 910,149,226 133,579,545 285,071,229

変更（予定）設計書 1,336,269,000 910,149,226 138,707,501 287,412,273

差額 7,469,000 0 5,127,956 2,341,044
 ※材料と労務の分離が困難な項目は，労務費等に一括計上している。

設計時点


